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令和５年９月20日 

環境生活部環境生活企画室 

岩手県における 2020年度の温室効果ガス排出量について 
～ 2030年度目標に向け過去最大の減少！ ～ 

岩手県における 2020 年度の温室効果ガス排出量を取りまとめましたのでお知らせします。 

１ 温室効果ガスの排出量は毎年度減少しており、2020 年度は最大の減少幅。 

２ 基準年（2013 年度）と比べて減少した要因は、家庭部門では省エネ機器の導入や住宅の断熱化、産業・業務部門では省エネ設備の導入等によ

るエネルギー効率の改善、運輸部門では電動車の普及による燃費の向上等と推測。 

３ 2030 年度の温室効果ガス排出量を基準年比 57％削減する目標の達成に向け、ＺＥＨの普及等による住宅の省エネルギー化、いわて脱炭素化

経営企業等認定制度の普及等による事業者の脱炭素経営シフトなどの取組を推進。 

図１ 本県における温室効果ガス排出量の推移 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

【特記】 

・ 2020 年度の温室効果ガス排出量は、1,006 万 3 千トンであり、基準年比 437 万 1 千トンの減少（△30.3％） 

・ 減少量が多い上位３部門は、産業部門（△98 万 3 千トン（△24.5%））、家庭部門（△57 万 8 千トン（△20.3%））業務部門（△52 万 5 千トン（△

21.7%）） 

・ 前年度（2019 年度）との比較では、100 万 9 千トンの減少（△9.1％） 

・ 温室効果ガス及び二酸化炭素排出量の部門別状況は、別添資料のとおり。 

（注） 

※ 第2次岩手県地球温暖化対策実行計画（令和3年3月策定、令和5年3月改訂）では、

2030年度の温室効果ガス排出量を基準年（2013年度）比で 57％削減（森林吸収量等含

む）する目標としている。 

※ 排出量の推計に用いる国の統計データが過去に遡って修正されたため、過去に公

表済の温室効果ガス排出量についても遡って再計算。 

※ 2013年度のみ、再生可能エネルギー導入・森林吸収による削減効果を差し引かない排

出量を記載。 

※ 排出量及び構成比等の各数値について、端数処理の関係から、合計と一致しない場合が

ある。 

【担当：グリーン社会推進課長 高橋 電話019-629-5265】 
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※排出量及び構成比の各数値について、端数処理の関係から、合計と一致しない場合がある。 

※エネルギー転換部門とは、発電所等の石炭や重油等の一次エネルギーを電気や石油といった最終エネルギーに変換する部門をいう。 

※工業プロセス部門とは、セメント製造時等において石灰石を加熱することにより二酸化炭素を排出する生産工程をいう。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表１ 本県における温室効果ガス排出量の状況（基準年及び前年度との比較） 

（単位：千t-CO2） 

 

図２ 部門別の温室効果ガス排出量の推移 
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  排出量の多い５部門における基準年比及び前年度比の状況及び主な要因は以下のとおり。 

(１) 家庭部門：227万トン [構成比 20.5％] 

・ 基準年比 △57 万 8,000 トン（△20.3％）  

省エネルギー設備の導入や住宅の断熱化等により、排出量が減少した。 

・ 前年比 △5 万 5,000 トン（△2.4％）  

省エネルギー設備の導入や住宅の断熱化等により、排出量が減少した。 

 (２) 産業部門(工場等)：303万 3,000トン [構成比 27.4％] 

・ 基準年比 △98 万 3,000 トン（△24.5％）  

生産用機械器具製品、食料品製造業等を中心に製造品出荷額等は増加した一方、省エネルギー設備の導入によるエネルギー効率の改善等により、排出量が 

減少した。 

・ 前年比 △35 万 6,000 トン（△10.5％） 

新型コロナウイルス感染症感染拡大の影響を受け、製造品出荷額が減少したこと等により、排出量が減少した。 

 

表２ 本県における二酸化炭素排出量の状況(基準年及び前年度との比較) 
（単位：千t-CO2） 

 

※ 排出量及び構成比の各数値について、端数処理の関係から、合計と一致しない場合がある。 
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(３) 業務部門（商業・サービス業等）：189 万 2,000 トン [構成比 17.1％] 

・ 基準年比 △52 万 5,000 トン（△21.7％） 

省エネルギー設備の導入によるエネルギー効率の改善等により、排出量が減少した。 

・ 前年比 △20 万 7,000 トン（△9.9％）  

新型コロナウイルス感染症感染拡大の影響により、飲食サービス業などの排出量が減少した。 

(４) 運輸部門：204 万 5,000 トン [構成比 18.5％] 

・ 基準年比 △32 万トン（△13.5％） 

自動車保有台数は増加した一方、電動車の普及等に伴う燃費の向上により、排出量が減少した。 

・ 前年比 △16 万 6,000 トン（△7.5％）  

自動車保有台数はほぼ横ばいだが、電動車の普及等に伴う燃費の向上により、排出量が減少した。 

(５) 工業プロセス部門：140 万 8,000 トン [構成比 12.7％] 

・ 基準年比 ＋1 万トン（＋0.7％）  

セメント製造等に伴う石灰石消費量がほぼ横ばいとなり、排出量も横ばいとなった。 

・ 前年比 △15 万 6,000 トン（△9.9％）  

セメント製造等に伴う石灰石消費量の減少により、排出量が減少した。 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図３ 部門別二酸化炭素排出割合 
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（製造業、建設業、鉱業、農林水
産業でのエネルギー消費） 

運輸 
（自家用車、貨物車、

船舶等） 

家庭 
（家庭での冷暖房・給

湯、家電の使用等） 

業務 
（商業・サービス・事業所等） 

2020 年度 

1,106 万2 千トン 

図４ 二酸化炭素排出指数の経年変化（2013年＝100） 
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３ 参考（脱炭素経営の促進に向けた岩手県独自の取組） 

    以下の認定制度等を活用することで、光熱費・燃料費の削減だけでなく、①取引先の拡大、②知名度・認知度の向上、③人材獲得力の強化といった脱

 炭素経営のメリットを享受することが可能。 

  

 


